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要 旨 

国土地理院は，全国に正確な重力の基準を与える

ため，重力加速度を地上で測定する重力測量を 1950
年代から継続して行ってきた．重力測量では，国土

地理院が設置した基準及び一等重力点において絶対

及び相対重力値を測定し，測定した重力値を網平均

処理することで重力の基準を構築する．最新の重力

の基準は，「日本重力基準網 2016（JGSN2016）」で，

計量機器の校正や地下の質量分布探査の基準など，

様々な社会及び科学分野において重力の基準を提供

している．重力測量の測定の精度は，計測機器と技

術の高度化に伴って向上を続けており，国土地理院

は，これらを取り入れることで測定を高度化し，現

在は技術的に可能な限り高い精度で重力測量を達成

している．一方，重力観測衛星や航空機搭載型の重

力計など，近年の急速な重力観測技術の高度化に伴

い，重力の詳細な時空間分布の把握が可能となって

きている．GRACE 衛星や GOCE 衛星といった重力

観測衛星ミッションの実現によって，地球規模の重

力分布とその時間変化の解明が進むとともに，航空

重力測定の高度化によって沿岸域や山岳域といった，

これまでの技術では重力分布の把握が困難であった

場所で詳細な測定が可能となった．観測精度や時空

間解像度など，これらの技術の現在の性能と特徴を

解説するとともに，各々の技術の特徴を生かしてこ

れらの測定を適切に統合することで，国土地理院が

今後目指していく重力測量と重力基準の将来像を議

論する． 
 
1. はじめに 
国土地理院の重力測量は，日本全国に等しく正確

な重力の基準を与えることを目的として，1950 年代

に開始された．重力測量では，重力値の空間分布を

把握し，それを重力の基準として広く公開するため

に，全国を概ね平均 100km 間隔で網羅する基準及び

一等重力点において重力値を測定する．測定は，基

準重力点では絶対重力計，一等重力点では相対重力

計を用いて行い，得られた測定値を網平均計算する
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ことで，重力の基準となる重力基準網を構築する．

最も新しい重力基準網は，「日本重力基準網 2016
（JGSN2016：Japan Gravity Standardization Net 2016）」
で，おおむね 20μGal 程度の精度で全国に重力の基準

を与えている（吉田ほか，2018）．この重力基準網は，

日本の重力の基準として，計量機器の校正や地下の

重力探査の基準など，様々な分野で広く用いられて

いる．日本の重力値の骨格となる重力基準網として

の役割に加え，国土地理院の重力測量のもう一つの

役割は，高精度な標高の基準であるジオイド・モデ

ルの基盤の構築である．国土地理院の重力基準網を

基盤として様々な機関が詳細な重力データの測定を

実施しており，日本のジオイド・モデルはこれらに

基づいて構築されている（Kuroishi, 2009）． 
重力測量の精度は，測定に用いる重力計の性能に

大きく支配されるため，国土地理院では，測定方法

を高度化するとともに，重力計の性能を評価し，機

器の更新を続けてきた．これらの高度化によって，

現在では μGal，すなわち 10-6Gal の精度で測定が達

成されている．陸域の重力測定は，従来，重力計を

用いて地上の観測点で行う測定が中心であったが，

近年，人工衛星や航空機を用いて重力の空間分布を

広範囲で効率的かつ統一的に把握する新たな測定技

術の高度化が進んでいる．こうした高度化に伴い，

GRACE 衛星（以下「GRACE」という．）や GOCE 衛

星（以下「GOCE」という．）といった重力観測衛星

のミッションや航空機搭載型重力計を用いた航空重

力測定が行われ，重力の時空間分布をこれまでより

詳細に把握することが可能となってきている．衛星

重力ミッションの実現によって，地球規模の重力分

布とその時間変化の把握が急速に進むとともに，航

空重力測定の高度化によって，これまで地上重力測

定では重力分布の把握が困難であった，沿岸域や山

岳域において詳細な重力分布の把握が可能となって

きた．本稿では，地上重力測定，衛星重力測定及び

航空重力測定といった測定技術の現状を解説すると

ともに，これらの測定を各々の技術の特徴を生かし

て適切に統合することによって国土地理院が今後目
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指す重力基準の将来像を議論する． 
 
2. 地上重力測定 
 地上で行う重力測定の精度は，おおむね，測定に

用いる重力計の性能と観測回数によって決まる．測

定の原理は，機器によって異なるが，重力計は，大

きく分けて，測定点の重力加速度を測定する絶対重

力計と測定点間の重力加速度の差を測定する相対重

力計の二つに分けられる．重力計は，測定の原理に

応じて様々な特性を持つため，国土地理院では，測

定の精度，国際的な重力測定との整合性，観測に要

する時間と測定精度の費用対効果などを考慮して，

Micro-g Lacoste 社の FG5 絶対重力計（以下「FG5」
という．）と LaCoste-Romberg 社のラコスト G 型重

力計（以下「ラコスト重力計」という．）を用いて陸

上の重力測量を実施し，地上重力データを整備・提

供している．地上重力測定は，測定した地点の高精

度な重力値を得られる点において，他の重力測定技

術より優れているため，超精密な計量機器の校正や

地球科学観測といった高精度な重力の基準が必要と

なる用途では，地上重力測定で得られる精度の良い

重力値が不可欠である． 
 
2.1 絶対重力測定 
国土地理院が絶対重力測定に用いている，落下式

の FG5（写真-1）は，世界各地で広く用いられる絶

対重力測定の事実上の標準である． 
 

 
写真-1 FG5 絶対重力計（Micro-g Lacoste 社製，国土地

理院所有#203） 
 
国際度量衡局（BIPM：Bureau International des Poids 

et Mesures）の支援で各国の計量機関が参加して実施

される絶対重力測定の国際比較は，主にこの FG5 を

用いて行われている．この観測（ICAG：International 

Comparison of Absolute Gravimeters）は，おおむね 4
年毎に実施され，2013 年 11 月にルクセンブルクで

開催された第 9 回（ICAG2013）の観測では，7 台の

FG5 を含む 10 台の絶対重力計の比較から，FG5 の

機器間の較差は，標準偏差で 1.9μGal，正の最大較差

は+1.7μGal，負の最大較差は−3.7μGal と報告され， 
FG5 間の整合が数 μGal の範囲で確認されている

（Francis et al., 2015）． 
国土地理院は，1993 年に FG5 を導入して測定を

開始し，それ以降，全国の基準重力点で繰り返し測

定を実施している．国内の FG5 の精度は，産業技術

総合研究所計量総合標準センター（以下「産総研計

量センター」という．）など，FG5 を保持する国内の

関係機関と連携して，国土地理院が 2001 年から毎

年実施している FG5 の比較観測を通じて確認され

ている．国土地理院が保持する 3 台の FG5 の精度

は，概ね 5μGal の不確かさの範囲で，国内のほかの

FG5 と整合することを確認している．産総研計量セ

ンターは，日本の度量衡を所掌する国家計量標準機

関で，前述の国際比較観測に参加していることから，

同センターの FG5 と比較することで，国内のほかの

FG5 も国際比較観測との整合性が確認されている．

また，FG5 を製造する Micro-g Lacoste 社が示す計測

機器の精度は，FG5 間の測定の整合が 2μGal 程度，

確度は，振動の小さな場所で観測した場合に 3.75 分

間で 1μGal である（Micro-g LaCoste, Inc., 2014）．観

測では，一定の時間間隔で真空槽内を自由落下する

落体の重力加速度を継続して測定し，得られた測定

値を統計処理することで正確な重力加速度を測定す

る．国土地理院の測定では，ほぼ 1 週間の継続した

測定を行い，約 20,000 回の測定値を用いて重力の平

均値を計算する．測定値の時系列は，潮汐，極運動，

大気圧で生じる重力変化を含むため，理論的，経験

的なモデルを用いてこれらに起因する重力変化を推

定して取り除いたうえで，統計検定による外れ値処

理を行って平均値を得る． 
FG5 は，現在最も精度良く陸上の重力の絶対値を

測定できる重力計であるが，信頼度の高い重力値を

得るためには，一定期間，測定を継続したうえで統

計処理を行ってノイズを除く必要がある．また，FG5
は，振動や温度変化といった環境の変化に敏感で継

続した電源供給も必要なことから，信頼できる重力

値を測定するには，環境が安定した室内で一定の期

間継続して測定を行う必要がある．さらに，FG5 は，

重力値の変化に対して非常に感度が高いため，例え

ば降雨で陸水が増加して重力値が変化するなど，周

辺の環境変化による重力値の変化を敏感に検出する．

安定した基準となりうる重力値を広く提供する，と

いう国土地理院の目的にとっては，一過性の時間変

化を多く含んだ重力値を基準値とすることは望まし

くない．そのため，基準重力点には，環境の変動が

できるだけ少ない場所を選定している． 
 

2.2 相対重力測定 
相対重力計は，異なる測定点間の重力値の差を測

定する機器で，一般には，重力加速度の変化に応じ

たスプリングの伸び縮みを重力値の相対的な差に換

算して重力差を測定する．国土地理院は，測定者が

目視で値を読定するラコスト重力計（写真-2），機器

が自動で値を読定する Scintrex 社の CG-5 重力計の

二つの重力計を用いて測定を行っている．これらの

相対重力計はコンパクトで可搬性が高いため，広範

囲の重力分布の把握に適している．いずれの重力計

でも測定は比較的簡便で，測定の精度は，国土地理

院が重力測量で主に用いるラコスト重力計では，

30μGal 程度で，絶対重力計と比較して一桁程度精度

が低い．これらの重力計では，スプリングの特性，

すなわち重力に対する応答が時間とともに変化する

ため，あらかじめ正確な重力値の差が得られている

二点間で，測定前に校正を行ってスプリングの特性

を把握する必要がある．また，測定中にも時間とと

もにスプリングの状態が変化するため，二点間を往

復で測定してその平均をとるなど，測定方法を工夫

して精度の向上を図っている．相対重力計による測

定は，絶対重力計と比べて環境に左右されずに安定

した測定が行えるが，大きな振動や日照は読定の妨

げとなるため，信頼性の高い測定値を得るには，安

定した環境で測定することが望ましい． 
 

 
写真-2 ラコスト G 型重力計（2013 年 6 月 15 日撮影） 
 
 落下式の絶対重力計でもスプリング式の相対重力

計でも繰り返し測定や連続測定を行うことで重力値

の時間変化を測定することは可能であるが，落体を

測定するレーザの長期的な不安定性やスプリング自

体の長期的な時間変化といった，主に機器的な要因

で長期間の安定稼動は難しい．そのため，重力の連

続観測では，多くの場合，超伝導重力計が用いられ

ている．超伝導重力計は，超伝導状態での永久電流

磁場によるマイスナー効果（完全反磁性）による磁

気反発力を利用した相対重力計で，永久電流磁場の

中で釣り合っている超伝導体のおもりに生じる位置

（上下）の変化を測定して重力の変化を求める．従

来の相対重力計と比べて 3～4 桁感度が良く，また

連続観測を行った場合の長期的な安定性もはるかに

高い．しかし，感度が非常に高いために周囲の環境

に起因するノイズを敏感に検出することから，FG5
と同様に多くの安定した環境を満たす測定点の選定

が必要となる．また，冷却部など超伝導状態の維持

に要する器機が大型であるために，ラコスト重力計

のように異なる測定点間の重力差を測定する用途に

は使用できない．さらに，長期間測定を続けると，

重力値に若干のドリフトが生じることがあるため，

絶対重力計による定期的な校正が必要となる． 
超伝導重力計は，重力の微小な時間変化を把握す

ることが可能な観測機器として，地球潮汐の観測を

はじめとする地球科学の様々な分野で用いられてい

るほか，近年では CO2地中貯留（CCS：Carbon Capture 
Storage）の貯留量監視にも活用されている．国内で

は，1980 年代後半から観測が開始され，主に地球科

学的なシグナルの検出を目的に国立天文台水沢，

VERA 石垣島観測局などで連続観測が行われている．

南極昭和基地では，1992 年から OSG 超伝導重力計

（写真-3）を用いた連続観測が，FG5 の繰り返し測

定とあわせて行われ，国際測地学協会（ IAG：

International Association of Geodesy）の事業の一つで

ある，国際地球力学及び地球潮汐事業（IGETS：
International Geodynamics and Earth Tide Service）を通

じて，全球統合測地観測システム（GGOS：Global 
Geodetic Observing System）の一環として地球の形状

と重力場の把握に貢献している（Aoyama et al., 2015）． 
 

 
写真-3 OSG 超伝導重力計（GWR instruments 社製，南

極昭和基地設置（Aoyama et al, 2015）） 
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写真-1 FG5 絶対重力計（Micro-g Lacoste 社製，国土地
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国際度量衡局（BIPM：Bureau International des Poids 
et Mesures）の支援で各国の計量機関が参加して実施

される絶対重力測定の国際比較は，主にこの FG5 を

用いて行われている．この観測（ICAG：International 

Comparison of Absolute Gravimeters）は，おおむね 4
年毎に実施され，2013 年 11 月にルクセンブルクで

開催された第 9 回（ICAG2013）の観測では，7 台の

FG5 を含む 10 台の絶対重力計の比較から，FG5 の

機器間の較差は，標準偏差で 1.9μGal，正の最大較差

は+1.7μGal，負の最大較差は−3.7μGal と報告され， 
FG5 間の整合が数 μGal の範囲で確認されている

（Francis et al., 2015）． 
国土地理院は，1993 年に FG5 を導入して測定を

開始し，それ以降，全国の基準重力点で繰り返し測

定を実施している．国内の FG5 の精度は，産業技術

総合研究所計量総合標準センター（以下「産総研計

量センター」という．）など，FG5 を保持する国内の

関係機関と連携して，国土地理院が 2001 年から毎

年実施している FG5 の比較観測を通じて確認され

ている．国土地理院が保持する 3 台の FG5 の精度

は，概ね 5μGal の不確かさの範囲で，国内のほかの

FG5 と整合することを確認している．産総研計量セ

ンターは，日本の度量衡を所掌する国家計量標準機

関で，前述の国際比較観測に参加していることから，

同センターの FG5 と比較することで，国内のほかの

FG5 も国際比較観測との整合性が確認されている．

また，FG5 を製造する Micro-g Lacoste 社が示す計測

機器の精度は，FG5 間の測定の整合が 2μGal 程度，

確度は，振動の小さな場所で観測した場合に 3.75 分

間で 1μGal である（Micro-g LaCoste, Inc., 2014）．観

測では，一定の時間間隔で真空槽内を自由落下する

落体の重力加速度を継続して測定し，得られた測定

値を統計処理することで正確な重力加速度を測定す

る．国土地理院の測定では，ほぼ 1 週間の継続した

測定を行い，約 20,000 回の測定値を用いて重力の平

均値を計算する．測定値の時系列は，潮汐，極運動，

大気圧で生じる重力変化を含むため，理論的，経験

的なモデルを用いてこれらに起因する重力変化を推

定して取り除いたうえで，統計検定による外れ値処

理を行って平均値を得る． 
FG5 は，現在最も精度良く陸上の重力の絶対値を

測定できる重力計であるが，信頼度の高い重力値を

得るためには，一定期間，測定を継続したうえで統

計処理を行ってノイズを除く必要がある．また，FG5
は，振動や温度変化といった環境の変化に敏感で継

続した電源供給も必要なことから，信頼できる重力

値を測定するには，環境が安定した室内で一定の期

間継続して測定を行う必要がある．さらに，FG5 は，

重力値の変化に対して非常に感度が高いため，例え

ば降雨で陸水が増加して重力値が変化するなど，周

辺の環境変化による重力値の変化を敏感に検出する．

安定した基準となりうる重力値を広く提供する，と

いう国土地理院の目的にとっては，一過性の時間変

化を多く含んだ重力値を基準値とすることは望まし

くない．そのため，基準重力点には，環境の変動が

できるだけ少ない場所を選定している． 
 

2.2 相対重力測定 
相対重力計は，異なる測定点間の重力値の差を測

定する機器で，一般には，重力加速度の変化に応じ

たスプリングの伸び縮みを重力値の相対的な差に換

算して重力差を測定する．国土地理院は，測定者が

目視で値を読定するラコスト重力計（写真-2），機器

が自動で値を読定する Scintrex 社の CG-5 重力計の

二つの重力計を用いて測定を行っている．これらの

相対重力計はコンパクトで可搬性が高いため，広範

囲の重力分布の把握に適している．いずれの重力計

でも測定は比較的簡便で，測定の精度は，国土地理

院が重力測量で主に用いるラコスト重力計では，

30μGal 程度で，絶対重力計と比較して一桁程度精度

が低い．これらの重力計では，スプリングの特性，

すなわち重力に対する応答が時間とともに変化する

ため，あらかじめ正確な重力値の差が得られている

二点間で，測定前に校正を行ってスプリングの特性

を把握する必要がある．また，測定中にも時間とと

もにスプリングの状態が変化するため，二点間を往

復で測定してその平均をとるなど，測定方法を工夫

して精度の向上を図っている．相対重力計による測

定は，絶対重力計と比べて環境に左右されずに安定

した測定が行えるが，大きな振動や日照は読定の妨

げとなるため，信頼性の高い測定値を得るには，安

定した環境で測定することが望ましい． 
 

 
写真-2 ラコスト G 型重力計（2013 年 6 月 15 日撮影） 
 
 落下式の絶対重力計でもスプリング式の相対重力

計でも繰り返し測定や連続測定を行うことで重力値

の時間変化を測定することは可能であるが，落体を

測定するレーザの長期的な不安定性やスプリング自

体の長期的な時間変化といった，主に機器的な要因

で長期間の安定稼動は難しい．そのため，重力の連

続観測では，多くの場合，超伝導重力計が用いられ

ている．超伝導重力計は，超伝導状態での永久電流

磁場によるマイスナー効果（完全反磁性）による磁

気反発力を利用した相対重力計で，永久電流磁場の

中で釣り合っている超伝導体のおもりに生じる位置

（上下）の変化を測定して重力の変化を求める．従

来の相対重力計と比べて 3～4 桁感度が良く，また

連続観測を行った場合の長期的な安定性もはるかに

高い．しかし，感度が非常に高いために周囲の環境

に起因するノイズを敏感に検出することから，FG5
と同様に多くの安定した環境を満たす測定点の選定

が必要となる．また，冷却部など超伝導状態の維持

に要する器機が大型であるために，ラコスト重力計

のように異なる測定点間の重力差を測定する用途に

は使用できない．さらに，長期間測定を続けると，

重力値に若干のドリフトが生じることがあるため，

絶対重力計による定期的な校正が必要となる． 
超伝導重力計は，重力の微小な時間変化を把握す

ることが可能な観測機器として，地球潮汐の観測を

はじめとする地球科学の様々な分野で用いられてい

るほか，近年では CO2地中貯留（CCS：Carbon Capture 
Storage）の貯留量監視にも活用されている．国内で

は，1980 年代後半から観測が開始され，主に地球科

学的なシグナルの検出を目的に国立天文台水沢，

VERA 石垣島観測局などで連続観測が行われている．

南極昭和基地では，1992 年から OSG 超伝導重力計

（写真-3）を用いた連続観測が，FG5 の繰り返し測

定とあわせて行われ，国際測地学協会（ IAG：

International Association of Geodesy）の事業の一つで

ある，国際地球力学及び地球潮汐事業（IGETS：
International Geodynamics and Earth Tide Service）を通

じて，全球統合測地観測システム（GGOS：Global 
Geodetic Observing System）の一環として地球の形状

と重力場の把握に貢献している（Aoyama et al., 2015）． 
 

 
写真-3 OSG 超伝導重力計（GWR instruments 社製，南

極昭和基地設置（Aoyama et al, 2015）） 
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3. 衛星重力測定 

 人工衛星による重力測定の歴史は古く，1957 年の

旧ソビエトによる Sputnik衛星の打ち上げに始まる．

Sputnik 衛星の周回軌道の揺らぎから，地球重力場の

扁平成分（J2 項）が初めて宇宙から計測され，その

後，1959 年に古在由秀によってアメリカの Vanguard
衛星から地球重力場の南北非対称成分（J3 項）が発

見された（Kozai, 1959）．衛星重力測定は，レーザ発

振器の発明，衛星測位技術の発展，小型重力計の開

発といった様々な技術革新の恩恵を受けて，飛躍的

な進歩を遂げてきた．測定精度は，地上重力測定に

は及ばないが，広い空間を網羅的に測定できるとい

う点や，長期間にわたり一定の頻度で連続して測定

できるという点において優れた技術である．その測

定手法は大きく分けて，1）衛星軌道解析による手法，

2）衛星搭載の重力計測機器を用いた手法，3）海面

形状計測に基づく手法，の三つに分類できる．手法

によって得意な観測領域や重力成分が異なり，互い

に相補的な役割を果たすため，いずれも重力場の把

握に必須の測定技術である． 
 

3.1 衛星軌道解析による重力測定 

人工衛星には，様々な外力が作用している．その

外力には，地球の引力（二体問題），他天体の引力（三

体問題・多体問題），他天体の引力から生じる潮汐力

（固体地球潮汐・海洋潮汐・極潮汐），太陽輻射圧，

大気摩擦，相対論効果などがある．地球重心を中心

に円運動する人工衛星は，慣性力と上記の外力が常

に均衡を保つように力学状態の調整を図る性質を持

つ．人工衛星における慣性力とは，円運動による遠

心力であり，これは衛星速度の 2 乗に比例し，衛星

高度に反比例する．つまり，人工衛星は，外力の変

化に対し，速度と高度（軌道運動）を変化させるこ

とで，力学状態の均衡を保つ．このような性質から，

衛星の軌道運動を精密に計測することにより，衛星

に作用する外力を逆算することができ，さらに物理

モデルなどを用いた様々な補正を施すことで，地球

の引力すなわち重力に関する情報を抽出することが

できる（Kaula, 1966）． 
ごく初期の衛星軌道測定は，望遠レンズやカメラ

を用いて行われており，その測定誤差は数 km を超

えていたが，1960 年にレーザ発振器が発明され，

1964 年に衛星レーザ測距（SLR：Satellite Laser 
Ranging）が登場すると，その測定誤差は 1cm を切る

までに向上した（大坪ほか，2013）．SLR とは，再帰

反射鏡を搭載した人工衛星の軌道を，地上のレーザ

測距儀を用いて計測する技術である．2018 年現在，

全世界で約 40 局の SLR 観測局が展開されており，

そのうち日本は，和歌山県の下里局（写真-4），鹿児

島県種子島の増田局，東京都の小金井局の計 3 局を

運用している．SLR 専用衛星には，1976 年と 1992
年にアメリカが打ち上げた LAGEOS-1,2 衛星，1986
年に日本が打ち上げた測地実験衛星「あじさい」

（EGS，写真-5），1975 年にフランスが打ち上げた

STARLETTE 衛星などがあり，これらの衛星は高度

800～6,000km の比較的高い軌道を周回している．一

般に，衛星は軌道高度が高くなるほど重力の長波長

成分への感度が増し，低くなるほど短波長成分への

感度が増す．そのため，SLR は重力の長波長成分の

測定に適している．特に，地球の重力定数（GM：0
次成分），重心成分（1 次成分）及び扁平成分（J2：

2 次成分）の測定精度は，全ての測地技術の中で最

も高い．しかし，観測局が少なく，局の分布が陸域，

主に北半球に偏っていることから，SLR で衛星を連

続的に追尾することは難しく，また，衛星高度が低

くなるほど短時間で遮蔽し追尾が難しくなるため，

SLR は重力の短波長成分の測定には向かず，SLR で

測定可能な重力は，球面調和関数の次数にして，せ

いぜい 30 次（約 666km の分解能）が限界である

（Sosnica et al., 2015）． 
 

 
写真-4 海上保安庁下里観測所の SLR 測距装置（WEB

テキスト測地学 http://www.geod.jpn.org/web-
text/part3_2005/sengoku/sengoku-1.html） 

 

 
写真-5 測地実験衛星「あじさい」（EGS，JAXA の HP 

http://global.jaxa.jp/projects/sat/egs/index.html） 

その後，衛星重力測定は，GPS（Global Positioning 
System）をはじめとした衛星測位技術の確立で新た

な局面を迎える．GPS は，高度約 20,000km を周回

する測位衛星が送信するマイクロ波を用いて衛星と

アンテナ間の測距を行うシステムで，30 機以上から

なる衛星配置によって全球にわたって連続的に測位

することが可能である．これを利用し，低軌道衛星

の GPS 追尾観測にもとづく重力測定を初めて実施

したのが，2000 年の欧州宇宙連合（ESA：European 
Space Agency）による CHAMP 衛星（以下「CHAMP」
という．）である．CHAMP は，高度約 400km の極軌

道上を 10 年以上にわたり周回することで，地球の

重力成分を最大 100 次（約 200km の分解能）まで測

定することに成功した（Prange, 2011）．この分解能

での測定精度は，重力値で約 2.7mGal，ジオイド高

で約 19cm である．なお，CHAMP には加速度センサ

ーも搭載されており，このセンサーによる摂動力補

正が行われたことも，観測精度の向上に大きく寄与

している．このような衛星追尾方式を，High-Low 
Satellite to Satellite Tracking（H-L SST）と呼ぶ．H-L 
SST による衛星追尾は，SLR と違って，天候や人間

活動の影響を受けにくい．一方，GPS の技術的な性

質上，高次の電離層擾乱やアンテナ位相中心変動の

影響などを強く受けるという欠点もある．これらの

影響は衛星軌道の決定精度に 3~5cm 程度の誤差を

もたらし，結果として導出される重力解の大きな誤

差要因となっている． 
次に登場したのが，2002 年にアメリカ・ドイツが

共同で打ち上げた GRACE である（図-1）．GRACE
は，2 つの同じ衛星が同じ軌道上を周回する tandem
衛星で，重力測定に特化した設計となっている．2 つ

の衛星は，高度約 500km の極軌道上を約 220km 離

れて周回する．双方にマイクロ波測距装置を搭載し，

周回軌道上で衛星間距離の変化つまり衛星間の相対

速度を計測する．このシステムは GPS と異なり，大

気や電離層の影響を受けにくく，またアンテナ位相

中心変動の影響も受けない．そのため，衛星の相対

速度を約 0.3μ/s という極めて高い精度で計測するこ

とができる．このような衛星追尾方式を，Low-Low 
Satellite to Satellite Tracking （L-L SST）方式と呼ぶ．

GRACE では，L-L SST に加え，H-L SST による衛星

追尾も同時に行われており，また加速度センサーを

用いた摂動力補正も行われている．その結果，地球

の重力場成分を最大 200 次（約 100km の分解能）ま

で測定することに成功している（Mayer-Gurr et al., 
2014）．この分解能での測定誤差は，重力値で約

5.8mGal，ジオイド高で約 20cm である．GRACE の

特筆すべき成果は，地球重力場の時間変化が，かつ

てない精度で計測されるようになった点である．こ

れにより衛星重力測定が，測地学に留まらず，水文

学，雪氷学，海洋学，地震学などの幅広い学際領域

まで活躍の場を広げることとなった（宗包，2013）．
特に，GRACE は，気候変動に伴う極域氷床の質量移

動を高い精度で計測できることから，地球環境科学

の分野では欠かすことのできない存在となっている． 
 

 
図-1 GRACE 衛星のイメージ図（アメリカ NASA JPL の

WEBサイト http://grace.jpl.nasa.gov/multimedia/）． 
 
 現在，衛星軌道解析に基づく重力測定は，SLR，
GRACE，そして CHAMP の後継機である SWARM 衛

星で行われている．原理的には，3.3 節で後述するア

ルティメトリ観測の TOPEX/Poseidon 衛星（以下「T/P
衛星」という．）の軌道決定に用いる測位技術 DORIS
（Doppler Orbitography and Radiopositioning Integrated 
by Satellites）でも重力測定が可能であるが，衛星軌

道の決定精度が 1 桁ほど低いため，重力測定の精度

も CHAMP や GRACE には遠く及ばない．衛星軌道

解析に基づく手法の中では，現段階では GRACE 衛

星が最優の技術であると言える． 
 
3.2 衛星搭載の重力計測機器による重力測定 

 衛星搭載の重力計測機器による重力測定は，人工

衛星に搭載した重力計測機器で直接的に重力を測定

する手法で，原理的には次章で述べる航空重力測定

の手法の一つと同じである．発想自体はごくシンプ

ルだが，実現されたのは比較的最近で，2009 年に

ESAのGOCEによって初めて実施された．GOCEは，

搭載した重力偏差計を用いて重力偏差を計測する．

重力偏差は，重力ポテンシャルの 2 階空間微分（2 階

のテンソル）であり，直交 3 軸に対する重力勾配を

表す．GOCE の重力偏差計は 3 軸に加速度計を 2 組

ずつ計 6 台配置したもので，それぞれで 3 軸方向の

加速度変化を測定する．これらの測定値を組み合わ

せることで重力ポテンシャルの 2 階テンソル成分

（Vxx, Vxy, Vxz, Vyy, Vyz, Vzz）が計測され，また，それ

ぞれの測定値の摂動力への感度の違いを利用するこ

とで摂動力補正が行われる．重力ポテンシャルは空

間微分されると，短波長成分が次数倍だけ強調され

る（Heiskanen and Moriz, 1978）．そのため，重力偏差
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3. 衛星重力測定 

 人工衛星による重力測定の歴史は古く，1957 年の

旧ソビエトによる Sputnik衛星の打ち上げに始まる．

Sputnik 衛星の周回軌道の揺らぎから，地球重力場の

扁平成分（J2 項）が初めて宇宙から計測され，その

後，1959 年に古在由秀によってアメリカの Vanguard
衛星から地球重力場の南北非対称成分（J3 項）が発

見された（Kozai, 1959）．衛星重力測定は，レーザ発

振器の発明，衛星測位技術の発展，小型重力計の開

発といった様々な技術革新の恩恵を受けて，飛躍的

な進歩を遂げてきた．測定精度は，地上重力測定に

は及ばないが，広い空間を網羅的に測定できるとい

う点や，長期間にわたり一定の頻度で連続して測定

できるという点において優れた技術である．その測

定手法は大きく分けて，1）衛星軌道解析による手法，

2）衛星搭載の重力計測機器を用いた手法，3）海面

形状計測に基づく手法，の三つに分類できる．手法

によって得意な観測領域や重力成分が異なり，互い

に相補的な役割を果たすため，いずれも重力場の把

握に必須の測定技術である． 
 

3.1 衛星軌道解析による重力測定 

人工衛星には，様々な外力が作用している．その

外力には，地球の引力（二体問題），他天体の引力（三

体問題・多体問題），他天体の引力から生じる潮汐力

（固体地球潮汐・海洋潮汐・極潮汐），太陽輻射圧，

大気摩擦，相対論効果などがある．地球重心を中心

に円運動する人工衛星は，慣性力と上記の外力が常

に均衡を保つように力学状態の調整を図る性質を持

つ．人工衛星における慣性力とは，円運動による遠

心力であり，これは衛星速度の 2 乗に比例し，衛星

高度に反比例する．つまり，人工衛星は，外力の変

化に対し，速度と高度（軌道運動）を変化させるこ

とで，力学状態の均衡を保つ．このような性質から，

衛星の軌道運動を精密に計測することにより，衛星

に作用する外力を逆算することができ，さらに物理

モデルなどを用いた様々な補正を施すことで，地球

の引力すなわち重力に関する情報を抽出することが

できる（Kaula, 1966）． 
ごく初期の衛星軌道測定は，望遠レンズやカメラ

を用いて行われており，その測定誤差は数 km を超

えていたが，1960 年にレーザ発振器が発明され，

1964 年に衛星レーザ測距（SLR：Satellite Laser 
Ranging）が登場すると，その測定誤差は 1cm を切る

までに向上した（大坪ほか，2013）．SLR とは，再帰

反射鏡を搭載した人工衛星の軌道を，地上のレーザ

測距儀を用いて計測する技術である．2018 年現在，

全世界で約 40 局の SLR 観測局が展開されており，

そのうち日本は，和歌山県の下里局（写真-4），鹿児

島県種子島の増田局，東京都の小金井局の計 3 局を

運用している．SLR 専用衛星には，1976 年と 1992
年にアメリカが打ち上げた LAGEOS-1,2 衛星，1986
年に日本が打ち上げた測地実験衛星「あじさい」

（EGS，写真-5），1975 年にフランスが打ち上げた

STARLETTE 衛星などがあり，これらの衛星は高度

800～6,000km の比較的高い軌道を周回している．一

般に，衛星は軌道高度が高くなるほど重力の長波長

成分への感度が増し，低くなるほど短波長成分への

感度が増す．そのため，SLR は重力の長波長成分の

測定に適している．特に，地球の重力定数（GM：0
次成分），重心成分（1 次成分）及び扁平成分（J2：

2 次成分）の測定精度は，全ての測地技術の中で最

も高い．しかし，観測局が少なく，局の分布が陸域，

主に北半球に偏っていることから，SLR で衛星を連

続的に追尾することは難しく，また，衛星高度が低

くなるほど短時間で遮蔽し追尾が難しくなるため，

SLR は重力の短波長成分の測定には向かず，SLR で

測定可能な重力は，球面調和関数の次数にして，せ

いぜい 30 次（約 666km の分解能）が限界である

（Sosnica et al., 2015）． 
 

 
写真-4 海上保安庁下里観測所の SLR 測距装置（WEB

テキスト測地学 http://www.geod.jpn.org/web-
text/part3_2005/sengoku/sengoku-1.html） 

 

 
写真-5 測地実験衛星「あじさい」（EGS，JAXA の HP 

http://global.jaxa.jp/projects/sat/egs/index.html） 

その後，衛星重力測定は，GPS（Global Positioning 
System）をはじめとした衛星測位技術の確立で新た

な局面を迎える．GPS は，高度約 20,000km を周回

する測位衛星が送信するマイクロ波を用いて衛星と

アンテナ間の測距を行うシステムで，30 機以上から

なる衛星配置によって全球にわたって連続的に測位

することが可能である．これを利用し，低軌道衛星

の GPS 追尾観測にもとづく重力測定を初めて実施

したのが，2000 年の欧州宇宙連合（ESA：European 
Space Agency）による CHAMP 衛星（以下「CHAMP」
という．）である．CHAMP は，高度約 400km の極軌

道上を 10 年以上にわたり周回することで，地球の

重力成分を最大 100 次（約 200km の分解能）まで測

定することに成功した（Prange, 2011）．この分解能

での測定精度は，重力値で約 2.7mGal，ジオイド高

で約 19cm である．なお，CHAMP には加速度センサ

ーも搭載されており，このセンサーによる摂動力補

正が行われたことも，観測精度の向上に大きく寄与

している．このような衛星追尾方式を，High-Low 
Satellite to Satellite Tracking（H-L SST）と呼ぶ．H-L 
SST による衛星追尾は，SLR と違って，天候や人間

活動の影響を受けにくい．一方，GPS の技術的な性

質上，高次の電離層擾乱やアンテナ位相中心変動の

影響などを強く受けるという欠点もある．これらの

影響は衛星軌道の決定精度に 3~5cm 程度の誤差を

もたらし，結果として導出される重力解の大きな誤

差要因となっている． 
次に登場したのが，2002 年にアメリカ・ドイツが

共同で打ち上げた GRACE である（図-1）．GRACE
は，2 つの同じ衛星が同じ軌道上を周回する tandem
衛星で，重力測定に特化した設計となっている．2 つ

の衛星は，高度約 500km の極軌道上を約 220km 離

れて周回する．双方にマイクロ波測距装置を搭載し，

周回軌道上で衛星間距離の変化つまり衛星間の相対

速度を計測する．このシステムは GPS と異なり，大

気や電離層の影響を受けにくく，またアンテナ位相

中心変動の影響も受けない．そのため，衛星の相対

速度を約 0.3μ/s という極めて高い精度で計測するこ

とができる．このような衛星追尾方式を，Low-Low 
Satellite to Satellite Tracking （L-L SST）方式と呼ぶ．

GRACE では，L-L SST に加え，H-L SST による衛星

追尾も同時に行われており，また加速度センサーを

用いた摂動力補正も行われている．その結果，地球

の重力場成分を最大 200 次（約 100km の分解能）ま

で測定することに成功している（Mayer-Gurr et al., 
2014）．この分解能での測定誤差は，重力値で約

5.8mGal，ジオイド高で約 20cm である．GRACE の

特筆すべき成果は，地球重力場の時間変化が，かつ

てない精度で計測されるようになった点である．こ

れにより衛星重力測定が，測地学に留まらず，水文

学，雪氷学，海洋学，地震学などの幅広い学際領域

まで活躍の場を広げることとなった（宗包，2013）．
特に，GRACE は，気候変動に伴う極域氷床の質量移

動を高い精度で計測できることから，地球環境科学

の分野では欠かすことのできない存在となっている． 
 

 
図-1 GRACE 衛星のイメージ図（アメリカ NASA JPL の

WEBサイト http://grace.jpl.nasa.gov/multimedia/）． 
 
 現在，衛星軌道解析に基づく重力測定は，SLR，
GRACE，そして CHAMP の後継機である SWARM 衛

星で行われている．原理的には，3.3 節で後述するア

ルティメトリ観測の TOPEX/Poseidon 衛星（以下「T/P
衛星」という．）の軌道決定に用いる測位技術 DORIS
（Doppler Orbitography and Radiopositioning Integrated 
by Satellites）でも重力測定が可能であるが，衛星軌

道の決定精度が 1 桁ほど低いため，重力測定の精度

も CHAMP や GRACE には遠く及ばない．衛星軌道

解析に基づく手法の中では，現段階では GRACE 衛

星が最優の技術であると言える． 
 
3.2 衛星搭載の重力計測機器による重力測定 

 衛星搭載の重力計測機器による重力測定は，人工

衛星に搭載した重力計測機器で直接的に重力を測定

する手法で，原理的には次章で述べる航空重力測定

の手法の一つと同じである．発想自体はごくシンプ

ルだが，実現されたのは比較的最近で，2009 年に

ESAのGOCEによって初めて実施された．GOCEは，

搭載した重力偏差計を用いて重力偏差を計測する．

重力偏差は，重力ポテンシャルの 2 階空間微分（2 階

のテンソル）であり，直交 3 軸に対する重力勾配を

表す．GOCE の重力偏差計は 3 軸に加速度計を 2 組

ずつ計 6 台配置したもので，それぞれで 3 軸方向の

加速度変化を測定する．これらの測定値を組み合わ

せることで重力ポテンシャルの 2 階テンソル成分

（Vxx, Vxy, Vxz, Vyy, Vyz, Vzz）が計測され，また，それ

ぞれの測定値の摂動力への感度の違いを利用するこ

とで摂動力補正が行われる．重力ポテンシャルは空

間微分されると，短波長成分が次数倍だけ強調され

る（Heiskanen and Moriz, 1978）．そのため，重力偏差
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計は重力の短波長成分の測定に適している．一方，

長波長成分への感度は相対的に低くなるため，重力

の長波長成分の測定には適していない．GOCE では，

重力偏差計による測定に加え，H-L SST による衛星

軌道解析も行っている．そのため，重力の短波長成

分は重力偏差計で把握し，長波長成分は衛星軌道解

析によって把握することができる．加えてGOCEは，

高度約 260km という従来の重力観測衛星では例が

ない低い軌道に投入され，さらにミッション終盤に

は高度を約 220km まで下げている．このような設計

により，GOCE は，地球の重力を最大 300 次（約 66km
の分解能）の成分まで測定することに成功している

（Bruinsma et al., 2013）．この分解能での測定誤差は，

重力値で約 2mGal，ジオイド高で約 5cm である．陸

域に限れば，衛星を用いた全ての重力測定の中で，

GOCE が最も優れた観測性能を持つ．しかし，低い

軌道に投入されたため，ミッション期間は短く，2009
年 3 月～2013 年 10 月の 4 年半ほどであった． 
 
3.3 海面形状計測による重力測定 
 静止した仮想的な平均海水面は，一つの重力等ポ

テンシャル面に一致し，これをジオイドと呼ぶ．つ

まり，理想的には，海面形状を計測することで，地

球のジオイド起伏及び重力分布を求めることができ

る．現実の地球海面は，海流や潮汐の影響を受けて

ジオイドから 1m 近く変動する場合もあるが，大き

く変動する場所は比較的限られており，またジオイ

ド起伏は 100m にも及ぶため，実際上も海面形状の

計測からジオイド起伏と重力分布を求めることが可

能である． 
 人工衛星で海面形状を計測する代表的な方法は，

衛星高度計を用いたアルティメトリ観測（以下「衛

星アルティメトリ」という．）である．衛星高度計と

は，衛星直下にマイクロ波を照射し，地表で反射し

再帰するまでの時間を計測することで，衛星－地表

間の高度を測る計測機器である．衛星高度計は，地

球上のあらゆる領域を計測することができるが，シ

ステムの設計上，表面起伏の変化に弱く，起伏が険

しい陸域では計測精度が落ちるという性質がある．

一方で，起伏の変化がなだらかな海域では，計測精

度が非常に良く，1～2cm の精度で表面高度を計測す

ることが可能である．つまり，衛星アルティメトリ

は，海面形状の計測に最適な技術と言える． 
 衛星アルティメトリによる海面形状計測は，アメ

リカが打ち上げた 1973 年の Skylab 衛星と 1975 年の

GEOS-3 衛星によって試験的な観測が実施され，そ

の後 1978 年の Seasat 衛星によって公式な観測が実

施された．Seasat 衛星は，わずか 3 か月ほどの運用

であったが，最終的な計測精度は 10cm に達し，衛

星アルティメトリが海面形状計測に極めて有効であ

ることを示した（Haxby et al., 1983）．その後，1985
年に GEOSAT 衛星，1991 年に ESA により ERS-1 衛

星が打ち上げられ，そして，1992 年にアメリカ・フ

ランスが共同で実施した T/P 衛星の打ち上げによっ

て，現在のような本格的な観測体制が築かれた．T/P
衛星の性能は非常に優れており，GPS，SLR，DORIS
による徹底した精密軌道決定に加えて，2 周波マイ

クロ波（Ku バンドと C バンド）を利用したマイク

ロ波伝搬遅延の高精度補正が施され，結果として，

海面形状を 2～3cm 以内の精度で計測することに成

功している（Fu et al., 1994）．T/P 衛星は，海面形状

計測を通じて，海上ジオイド分布及び重力分布を精

微に描き出すことに成功し，また，1992 年以降，海

水位が年間 3mm の速度で上昇し続けている事実も

明らかにした（Nerem et al., 1997）．T/P 衛星の成功

を受け，世界各国で衛星高度計が打ち上げられ，2016
年現在，アメリカの JASON 衛星（以下「JASON」と

いう．）（図-2），ESA の Cryosat-2 衛星（以下「Cryosat-
2」という．），フランス・インド共同の SARAL 衛星

などが常時観測を行っている． 
 

 
図-2 JASON 衛星のイメージ図（アメリカ NASA JPL の

WEB サイト http://sealevel.jpl.nasa.gov/gallery/） 
 
 衛星アルティメトリによる海上重力場モデルは，

最新のプロダクトとして，オランダ・デルフト工科

大学から DTU10 モデル，アメリカ・スクリプス海洋

研究所から GMG-v23.1 モデルなどが公開されてい

る．これらのモデルでは，マイクロ波伝搬遅延及び

衛星間バイアスといったシステム起源の誤差，海洋

潮汐及び大気圧応答（Inverted Barometer）といった

地球起源の誤差などが適切に補正されている．

DTU10 モデルは，T/P 衛星，ERS，JASON などを用

いて導出されており，1 分角（1~2km）間隔の海上重

力データを約 4mGal の精度で提供する（Andersen et 
al., 2010）．一方，GMG-v23.1 モデルは，JASON と

Cryosat-2 を用いて導出されており，1 分角（1~2km）

間隔の海上重力データを，約 2mGal の精度で提供す

る（Sandwell et al., 2014）．このように衛星アルティ

メトリは，海域に限定されるが，衛星を用いた全て

の測定手法の中で，最も高分解能で高精度な重力測

定を行うことができる技術である． 

 
4. 航空重力測定 
 航空重力測定は，航空機に相対重力計を搭載し，

重力を測定しながら航空機を飛行させることによっ

て，航路（測線）に沿った重力値を得る測定技術で，

一回の飛行で測線沿いの重力値を一度に測定するこ

とができる．そのため，重力分布を把握したい地域

を網羅するように測線を設計すれば，対象とする地

域の重力分布を効率的に得ることができる測定技術

である．航空機は移動に伴って運動に応じた加速度

を受けるため，航空機に搭載した重力計が測定した

値には，測定の対象とする地球の重力場に加え，航

空機の運動に起因した加速度が含まれている．航空

重力測定の測定値から地球の重力分布を得るには，

測定値から運動に起因する加速度を取り除く必要が

ある．機体の運動で生じる加速度は，航空機の位置

の変化から計算することができるため，航空重力測

定を行う航空機には，GNSS（Global Navigation 
Satellite System）を用いて測位を行う機器や加速度計

が搭載されている．これらによって航空機（重力計）

の正確な位置と姿勢を求めることで運動の影響を除

いた正確な重力値を求めることができる．また，航

空機の振動によって測定値に間欠的なノイズが生じ

るため，細かな振動起源のノイズをローパスフィル

ターで除去することが必要となる． 
 
4.1 相対重力計による航空重力測定 
 航空重力測定に用いる測定機器は，重力計の筐体

を航空機の振動による影響を軽減する構造に改造し

たスプリング式の相対重力計が一般的で，地上重力

測定と同じく測定に先立って校正を行いスプリング

の特性を把握する必要がある．また，測線の一部を

地上の基準とする重力点と重複させることで，測定

値が地上の重力の基準と整合するように校正を行う．

航空機の速度が遅いほど，また高度が低いほど敏感

に重力の変化を検出するため，航空機の運航のやり

方に応じて異なるが，測定の精度はおおむね

1~5mGal である．通常測線は，目的とする空間解像

度に応じて一定間隔で平行に配置し，さらに直交す

る方向にも一定間隔で配置してその交点で測定した

値を比較して測定の再現性を確認する．航空重力測

定で求めた重力分布の空間解像度は，航空機の測線

をどれだけ密に配置するかで決まるが，測定自体の

精度が高々1mGal 程度であることから，短波長成分

の検出は難しく，有意な解像度は最大で 5～10km 程

度である． 

4.2 重力偏差計による航空重力測定 
航空重力測定で一般的に用いられるもう一つの測

定機器は，重力偏差計である．重力偏差計は，GOCE
が衛星重力測定で用いる機器と同じ原理で，3 軸の

加速度計を用いて重力の勾配を測定する．重力偏差

計は，重力の勾配を測定するため，短波長成分には

感度が高いが，長波長成分では相対的に精度が低く

なる．そのため，広域で正確な重力分布を求めるに

は，一定の間隔ごとに地上重力測定と校正を行う必

要がある．校正が必要な間隔は，機器の性能や航空

機の運航方法によって異なるため，最適な間隔は実

際の測定で検証する必要がある．衛星重力測定の解

像度が十分に高ければ，衛星重力測定を校正に利用

できる可能性もある． 
重力偏差計では，測定値が重力勾配であることか

ら，重力値を求めるために積分計算を行う必要があ

るが，重力勾配を積分して重力値を得ると，誤差の

原因となりうる過程が一つ増えるため，重力の基準

を与える目的では，煩雑な計算過程を要しない相対

重力計を用いて航空重力測定を行うことが多い．一

方，重力偏差計は，スプリング式の相対重力計と比

べて振動に強いことから比較的悪い飛行条件でも航

空機の運航が可能で，飛行速度が速くとも運用がで

きることから一回の飛行で測定可能な範囲が広い．

そのため，地下資源の分布の探査，断層及び火山周

辺の地下構造の把握など，一定範囲で重力勾配の詳

細な分布を効率的に把握する目的で使用されている． 
 
4.3 航空重力測定の歴史 
 航空重力測定では，沿岸部，山岳地帯など，地上

重力測定が困難，又は不可能な地域において，効率

的に重力分布を測定できるため，古くから優位性が

認識され，1960 年代の初めには測定が開始されてい

る（Thompson and LaCoste, 1960）． 
1980 年代後半以降になると，GPS など衛星測位の

発展に伴って航空機の正確な位置決定が可能となっ

たことで，さらに正確な航空重力測定が可能となっ

た（Bell et al., 1999）．国内では，1990 年代後半から

ヘリコプターを用いた航空重力測定が行われ，重力

値の不在な半島部周辺や稠密な地下構造の把握が必

要となる活断層周辺において，重力分布の把握に成

果を挙げてきた（瀬川ほか，2000；駒沢ほか，2010）．
海外でも重力分布の把握を目的に航空重力測定が行

われており，特に極域では，人工衛星の軌道の制限

のために衛星重力測定ができずに生じるデータの不

在，いわゆる“polar gap”の解消を目的として，古く

から航空重力測定が行われてきた．北極域では，デ

ンマークが 1996 年からグリーンランドで行ってき

た航空重力測定を初め，周辺国が 1990 年代から航

空重力測定を行っている（Brozena and Salman，1996）．
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計は重力の短波長成分の測定に適している．一方，

長波長成分への感度は相対的に低くなるため，重力

の長波長成分の測定には適していない．GOCE では，

重力偏差計による測定に加え，H-L SST による衛星

軌道解析も行っている．そのため，重力の短波長成

分は重力偏差計で把握し，長波長成分は衛星軌道解

析によって把握することができる．加えてGOCEは，

高度約 260km という従来の重力観測衛星では例が

ない低い軌道に投入され，さらにミッション終盤に

は高度を約 220km まで下げている．このような設計

により，GOCE は，地球の重力を最大 300 次（約 66km
の分解能）の成分まで測定することに成功している

（Bruinsma et al., 2013）．この分解能での測定誤差は，

重力値で約 2mGal，ジオイド高で約 5cm である．陸

域に限れば，衛星を用いた全ての重力測定の中で，

GOCE が最も優れた観測性能を持つ．しかし，低い

軌道に投入されたため，ミッション期間は短く，2009
年 3 月～2013 年 10 月の 4 年半ほどであった． 
 
3.3 海面形状計測による重力測定 
 静止した仮想的な平均海水面は，一つの重力等ポ

テンシャル面に一致し，これをジオイドと呼ぶ．つ

まり，理想的には，海面形状を計測することで，地

球のジオイド起伏及び重力分布を求めることができ

る．現実の地球海面は，海流や潮汐の影響を受けて

ジオイドから 1m 近く変動する場合もあるが，大き

く変動する場所は比較的限られており，またジオイ

ド起伏は 100m にも及ぶため，実際上も海面形状の

計測からジオイド起伏と重力分布を求めることが可

能である． 
 人工衛星で海面形状を計測する代表的な方法は，

衛星高度計を用いたアルティメトリ観測（以下「衛

星アルティメトリ」という．）である．衛星高度計と

は，衛星直下にマイクロ波を照射し，地表で反射し

再帰するまでの時間を計測することで，衛星－地表

間の高度を測る計測機器である．衛星高度計は，地

球上のあらゆる領域を計測することができるが，シ

ステムの設計上，表面起伏の変化に弱く，起伏が険

しい陸域では計測精度が落ちるという性質がある．

一方で，起伏の変化がなだらかな海域では，計測精

度が非常に良く，1～2cm の精度で表面高度を計測す

ることが可能である．つまり，衛星アルティメトリ

は，海面形状の計測に最適な技術と言える． 
 衛星アルティメトリによる海面形状計測は，アメ

リカが打ち上げた 1973 年の Skylab 衛星と 1975 年の

GEOS-3 衛星によって試験的な観測が実施され，そ

の後 1978 年の Seasat 衛星によって公式な観測が実

施された．Seasat 衛星は，わずか 3 か月ほどの運用

であったが，最終的な計測精度は 10cm に達し，衛

星アルティメトリが海面形状計測に極めて有効であ

ることを示した（Haxby et al., 1983）．その後，1985
年に GEOSAT 衛星，1991 年に ESA により ERS-1 衛

星が打ち上げられ，そして，1992 年にアメリカ・フ

ランスが共同で実施した T/P 衛星の打ち上げによっ

て，現在のような本格的な観測体制が築かれた．T/P
衛星の性能は非常に優れており，GPS，SLR，DORIS
による徹底した精密軌道決定に加えて，2 周波マイ

クロ波（Ku バンドと C バンド）を利用したマイク

ロ波伝搬遅延の高精度補正が施され，結果として，

海面形状を 2～3cm 以内の精度で計測することに成

功している（Fu et al., 1994）．T/P 衛星は，海面形状

計測を通じて，海上ジオイド分布及び重力分布を精

微に描き出すことに成功し，また，1992 年以降，海

水位が年間 3mm の速度で上昇し続けている事実も

明らかにした（Nerem et al., 1997）．T/P 衛星の成功

を受け，世界各国で衛星高度計が打ち上げられ，2016
年現在，アメリカの JASON 衛星（以下「JASON」と

いう．）（図-2），ESA の Cryosat-2 衛星（以下「Cryosat-
2」という．），フランス・インド共同の SARAL 衛星

などが常時観測を行っている． 
 

 
図-2 JASON 衛星のイメージ図（アメリカ NASA JPL の

WEB サイト http://sealevel.jpl.nasa.gov/gallery/） 
 
 衛星アルティメトリによる海上重力場モデルは，

最新のプロダクトとして，オランダ・デルフト工科

大学から DTU10 モデル，アメリカ・スクリプス海洋

研究所から GMG-v23.1 モデルなどが公開されてい

る．これらのモデルでは，マイクロ波伝搬遅延及び

衛星間バイアスといったシステム起源の誤差，海洋

潮汐及び大気圧応答（Inverted Barometer）といった

地球起源の誤差などが適切に補正されている．

DTU10 モデルは，T/P 衛星，ERS，JASON などを用

いて導出されており，1 分角（1~2km）間隔の海上重

力データを約 4mGal の精度で提供する（Andersen et 
al., 2010）．一方，GMG-v23.1 モデルは，JASON と

Cryosat-2 を用いて導出されており，1 分角（1~2km）

間隔の海上重力データを，約 2mGal の精度で提供す

る（Sandwell et al., 2014）．このように衛星アルティ

メトリは，海域に限定されるが，衛星を用いた全て

の測定手法の中で，最も高分解能で高精度な重力測

定を行うことができる技術である． 

 
4. 航空重力測定 
 航空重力測定は，航空機に相対重力計を搭載し，

重力を測定しながら航空機を飛行させることによっ

て，航路（測線）に沿った重力値を得る測定技術で，

一回の飛行で測線沿いの重力値を一度に測定するこ

とができる．そのため，重力分布を把握したい地域

を網羅するように測線を設計すれば，対象とする地

域の重力分布を効率的に得ることができる測定技術

である．航空機は移動に伴って運動に応じた加速度

を受けるため，航空機に搭載した重力計が測定した

値には，測定の対象とする地球の重力場に加え，航

空機の運動に起因した加速度が含まれている．航空

重力測定の測定値から地球の重力分布を得るには，

測定値から運動に起因する加速度を取り除く必要が

ある．機体の運動で生じる加速度は，航空機の位置

の変化から計算することができるため，航空重力測

定を行う航空機には，GNSS（Global Navigation 
Satellite System）を用いて測位を行う機器や加速度計

が搭載されている．これらによって航空機（重力計）

の正確な位置と姿勢を求めることで運動の影響を除

いた正確な重力値を求めることができる．また，航

空機の振動によって測定値に間欠的なノイズが生じ

るため，細かな振動起源のノイズをローパスフィル

ターで除去することが必要となる． 
 
4.1 相対重力計による航空重力測定 
 航空重力測定に用いる測定機器は，重力計の筐体

を航空機の振動による影響を軽減する構造に改造し

たスプリング式の相対重力計が一般的で，地上重力

測定と同じく測定に先立って校正を行いスプリング

の特性を把握する必要がある．また，測線の一部を

地上の基準とする重力点と重複させることで，測定

値が地上の重力の基準と整合するように校正を行う．

航空機の速度が遅いほど，また高度が低いほど敏感

に重力の変化を検出するため，航空機の運航のやり

方に応じて異なるが，測定の精度はおおむね

1~5mGal である．通常測線は，目的とする空間解像

度に応じて一定間隔で平行に配置し，さらに直交す

る方向にも一定間隔で配置してその交点で測定した

値を比較して測定の再現性を確認する．航空重力測

定で求めた重力分布の空間解像度は，航空機の測線

をどれだけ密に配置するかで決まるが，測定自体の

精度が高々1mGal 程度であることから，短波長成分

の検出は難しく，有意な解像度は最大で 5～10km 程

度である． 

4.2 重力偏差計による航空重力測定 
航空重力測定で一般的に用いられるもう一つの測

定機器は，重力偏差計である．重力偏差計は，GOCE
が衛星重力測定で用いる機器と同じ原理で，3 軸の

加速度計を用いて重力の勾配を測定する．重力偏差

計は，重力の勾配を測定するため，短波長成分には

感度が高いが，長波長成分では相対的に精度が低く

なる．そのため，広域で正確な重力分布を求めるに

は，一定の間隔ごとに地上重力測定と校正を行う必

要がある．校正が必要な間隔は，機器の性能や航空

機の運航方法によって異なるため，最適な間隔は実

際の測定で検証する必要がある．衛星重力測定の解

像度が十分に高ければ，衛星重力測定を校正に利用

できる可能性もある． 
重力偏差計では，測定値が重力勾配であることか

ら，重力値を求めるために積分計算を行う必要があ

るが，重力勾配を積分して重力値を得ると，誤差の

原因となりうる過程が一つ増えるため，重力の基準

を与える目的では，煩雑な計算過程を要しない相対

重力計を用いて航空重力測定を行うことが多い．一

方，重力偏差計は，スプリング式の相対重力計と比

べて振動に強いことから比較的悪い飛行条件でも航

空機の運航が可能で，飛行速度が速くとも運用がで

きることから一回の飛行で測定可能な範囲が広い．

そのため，地下資源の分布の探査，断層及び火山周

辺の地下構造の把握など，一定範囲で重力勾配の詳

細な分布を効率的に把握する目的で使用されている． 
 
4.3 航空重力測定の歴史 
 航空重力測定では，沿岸部，山岳地帯など，地上

重力測定が困難，又は不可能な地域において，効率

的に重力分布を測定できるため，古くから優位性が

認識され，1960 年代の初めには測定が開始されてい

る（Thompson and LaCoste, 1960）． 
1980 年代後半以降になると，GPS など衛星測位の

発展に伴って航空機の正確な位置決定が可能となっ

たことで，さらに正確な航空重力測定が可能となっ

た（Bell et al., 1999）．国内では，1990 年代後半から

ヘリコプターを用いた航空重力測定が行われ，重力

値の不在な半島部周辺や稠密な地下構造の把握が必

要となる活断層周辺において，重力分布の把握に成

果を挙げてきた（瀬川ほか，2000；駒沢ほか，2010）．
海外でも重力分布の把握を目的に航空重力測定が行

われており，特に極域では，人工衛星の軌道の制限

のために衛星重力測定ができずに生じるデータの不

在，いわゆる“polar gap”の解消を目的として，古く

から航空重力測定が行われてきた．北極域では，デ

ンマークが 1996 年からグリーンランドで行ってき

た航空重力測定を初め，周辺国が 1990 年代から航

空重力測定を行っている（Brozena and Salman，1996）．
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これらの測定は，Arctic Gravity Project（ArcGP）とし

てアメリカの国家地理空間情報局（NGA：National 
Geospatial-Intelligence Agency）にとりまとめられ，北

極域全域の重力分布が公開されている（Kenyon and 
Forsberg, 2001）．南極域でもデンマークとアメリカが

測定を行っているほか，2006 年に日本とドイツが共

同で Micro-g Lacoste 社の Air-Sea II 重力計（写真-6）
を用いて東部の航空重力測定を行い，地質構造の把

握が行われている（Nogi et al., 2013）． 
 

 
写真-6 Air-Sea II 相対重力計（Micro-g Lacoste 社製，国

立極地研究所所有） 
 
アメリカでは，北米全土のジオイド・モデルの構

築と 2022 年の基準座標系の再定義を目的に国家プ

ロジェクト GRAV-D が 2012 年に開始され，2022 年

のプロジェクトの完了に向けてその根幹となる北米

大陸の重力分布の把握が重力偏差計による航空重力

測定で行われている（Smith and Roman, 2010）．ニュ

ージーランドでは，ジオイドに基づく基準座標系の

再定義を目標として，2013～2014 年に Air-Sea II 重
力計を用いて国土全域で航空重力測定が行われ，

2016 年に全国のジオイド・モデルが公開されるとと

もに，ジオイドを基準とした高さ基準系への移行が

なされた．アジアでは，デンマークの技術協力とア

メリカ NGA の資金援助のもと，2003～2004 年にマ

レーシア，2004～2005 年に台湾（Hwang, 2007），2005
年にモンゴル（Forsberg, 2007），2008～2010 年にイ

ンドネシア（Pahlevi et al., 2015），2010 年にネパール

など，各国で航空重力測定が行われ，重力分布の把

握とジオイド・モデルの開発が行われている．韓国

でも 2008 年に国土地理情報院が航空重力測定を実

施し，ジオイド・モデルが開発された（Bae et al., 

2012）．このように，地上重力測定が困難な地域の重

力分布を把握する目的だけでなく，国土を網羅する

高精度なジオイド・モデルを構築する目的で航空重

力測定を行う取組が世界各地で進められている． 
 

5. 国土地理院の重力測量の将来像 
 本章では，地上重力測定，衛星重力測定及び航空

重力測定の各々に関して今後の利活用が期待される

機器，技術を示す．さらに，これらの技術を用いて

国土地理院が目指す重力の基準の展望を議論する．  
 
5.1 地上重力測定 
 地上重力測定では，誤差の少ない安定した測定を

効率よく行うことによって高精度な重力分布の把握

が可能となるため，測定機器の特性を活かして最適

な組み合わせで効率よく測定を行うことが重要であ

る．国土地理院では，従来の測定機器を用いて効率

の良い最適化された測定を実施するよう努めている

（山本ほか，2018）．今後は，開発が進む新たな機器

の活用も検討を行う必要がある． 
 
5.1.1 可搬型絶対重力計 
 第 2 章では，地上重力測定で用いる重力計に関し

て，絶対重力計は高精度だが精度が測定環境に大き

く依存すること，相対重力計は可搬性が高いが精度

は絶対重力計と比べて一桁程度低いことを述べた．

日本での導入実績はまだ少ないが，この課題をある

程度解消する重力計に，可搬型の絶対重力計である，

Micro-g Lacoste 社の A10 絶対重力計（以下「A10」
という．）（写真-7）が挙げられる． 
 

 
写真-7 A10 絶対重力計（Micro-g Lacoste 社の WEB ペ

ージ，http://www.microglacoste.com/a10.php） 
 

A10 は，FG5 と同じく落下型の原理で測定を行う

絶対重力計であるが，落下槽を初めとする筐体が小

型化され，気温，風などの測定環境が変化する場所

でも安定した測定が行えるように設計されている．

製造者が示す測定の精度は 10μGal，確度は，振動の

小さな場所で観測した場合に 10 分間で 10μGal であ

る（Micro-g LaCoste, Inc., 2014）．車両のバッテリー

に接続して電源を確保すれば，屋外の観測点に車両

を横付けして観測が可能である．さらに，ラコスト

重力計を用いた重力測量では，精度を確保するため

に必須となる往復観測が不要であるため，従来の相

対重力測定と同等以上の精度で機動性の高い重力測

量を簡便に行うことが可能となる．重力は，地球上

の位置の基準として，その形状と変化を与える測地

基準座標系の構築と維持に重要であるが，基準とし

ての役割を果たすためには，重力値と正確な座標値

の関連付けが必須である（IAG，2015）．A10 を活用

して屋外で効率的に重力測量を行い，正確な座標値

を持つ電子基準点の付属金属標に重力値を与えるこ

とで，このような要請に応える正確な位置と重力を

兼ね備えた基準の整備を進めることが期待できる． 
 

5.1.2 原子干渉計を用いた絶対重力計 
 絶対重力測定は，現在，FG5 を実質の標準として

行われており，μGal 精度の測定を行う際には，FG5
がほぼ唯一の選択肢である．FG5 の精度は，主に FG5
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稼動させるために定期的な保守が必要であることも

課題である．そこで，FG5 と同程度の精度を達成す

る新たな絶対重力測定の機器として開発が進められ

ているのが，原子干渉計を用いた絶対重力計である． 
原子干渉型の絶対重力計では，レーザ冷却した

78Rb の原子を用いた原子干渉計によって重力加速度

を測定する．測定の際には，冷却した原子を自由落
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原子干渉計を用いた絶対重力計 CAG（Cold Atom 
Gravimeter）を開発しており，2013 年には CAG を用

いて BIPM が支援する国際比較観測に参加している．

この観測では，7 台の FG5 を含む 10 台の絶対重力

計と CAG の間で比較が行われ，測定値は 5.9μGal で
一致し，95％の信頼区間で 11.1μGal の拡張不確かさ

が得られている（Francis et al., 2015）．同じくフラン

スの μQuanS 社ではすでに，LNE-SYLTE が開発した

CAG を小型化した絶対重力計 AQG（Absolute 
Quantum Gravimeter）の販売を行っている（写真-8）． 

 
写真-8 絶対重力計 AQG（フランス μQuanS 社の HP 

http://www.muquans.com/index.php/products/aqg） 
 

原子干渉型の絶対重力計は，近年開発が進んでお

り，アメリカ，ドイツ，中国の研究者からも学会で

開発状況の報告がなされ，各国が競って活発に開発

を進めていることがうかがえる．原子干渉型の絶対

重力計には，機器の機械的な構造に起因する系統誤

差が生じないうえ，FG5 と異なる原理で行う測定に

よって FG5 と相互に精度を確認ができることから，

FG5 に依存した絶対重力測定に新たな選択肢を与え

ることが期待されている． 
 
5.1.3 光格子時計を用いた重力ポテンシャル差計測 
 近年の超精密な時刻標準の開発に伴い，従来の重

力加速度を測定する手法に加え，全く異なる原理で

重力場を把握する技術も実現可能となってきた．一

般相対性理論によれば，時計の進み方（歩度）は，

相対論効果によって重力ポテンシャルの違いに応じ

て相対的に変化する．重力ポテンシャルが相対的に

大きくなると時計の進み方は基準位置のそれに比べ

て遅くなり，小さくなると速くなる．地球上にある

時計で考えると，重力ポテンシャルの小さい場所，

すなわち標高の高いところでは時計は速く進み，標

高が低いところでは時計は遅く進む．非常に安定し

た時計が実現して微小な時計歩度の差が検出可能と

なり，その進み方をリアルタイムで比較できれば，

検出された差から二つの地点の重力ポテンシャルの

差を計測することが可能となる． 
光格子時計は，レーザ光を干渉させて作成した光

の格子におよそ 100 万個の原子を閉じ込め，原子の

熱運動を凍結させてドップラー効果を抑制するとと

もに，多数の原子を同時に観測して原子が吸収する

光の周波数を測定することによって非常に正確な時

計を実現する技術である（Katori et al., 2003）．その

正確さは，87Sr 原子を用いた光格子時計では，原子

の振り子の振動数を 18 桁の有効数字で正確に計測

する精度をすでに達成している（Ushijima et al., 
2015）．これは標高差 1cm に相当する重力ポテンシ
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これらの測定は，Arctic Gravity Project（ArcGP）とし

てアメリカの国家地理空間情報局（NGA：National 
Geospatial-Intelligence Agency）にとりまとめられ，北

極域全域の重力分布が公開されている（Kenyon and 
Forsberg, 2001）．南極域でもデンマークとアメリカが

測定を行っているほか，2006 年に日本とドイツが共

同で Micro-g Lacoste 社の Air-Sea II 重力計（写真-6）
を用いて東部の航空重力測定を行い，地質構造の把

握が行われている（Nogi et al., 2013）． 
 

 
写真-6 Air-Sea II 相対重力計（Micro-g Lacoste 社製，国

立極地研究所所有） 
 
アメリカでは，北米全土のジオイド・モデルの構
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写真-7 A10 絶対重力計（Micro-g Lacoste 社の WEB ペ

ージ，http://www.microglacoste.com/a10.php） 
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大きくなると時計の進み方は基準位置のそれに比べ

て遅くなり，小さくなると速くなる．地球上にある
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すなわち標高の高いところでは時計は速く進み，標

高が低いところでは時計は遅く進む．非常に安定し

た時計が実現して微小な時計歩度の差が検出可能と

なり，その進み方をリアルタイムで比較できれば，

検出された差から二つの地点の重力ポテンシャルの

差を計測することが可能となる． 
光格子時計は，レーザ光を干渉させて作成した光

の格子におよそ 100 万個の原子を閉じ込め，原子の

熱運動を凍結させてドップラー効果を抑制するとと

もに，多数の原子を同時に観測して原子が吸収する

光の周波数を測定することによって非常に正確な時

計を実現する技術である（Katori et al., 2003）．その

正確さは，87Sr 原子を用いた光格子時計では，原子
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ャルの差を検出可能な精度である．国土地理院が水

準測量から求めた標高差と 15km 程度離れた二つの

光格子時計（理化学研究所（和光市）及び東京大学

（文京区本郷））の歩度を比較して求めた重力ポテン

シャル差との比較では，両者は 5cm 程度の不確かさ

で一致しており，光格子時計を用いた重力ポテンシ

ャル差の把握が標高差の決定と監視に求められる精

度に迫りつつあることが示されている（Takano et al., 
2016）．光格子時計は，正確な高さの基準の決定と維

持に活用が可能な新たな技術として大きな可能性が

指摘されている（宮原ほか，2016）．今後も開発の動

向を注視していく必要がある．  
  
5.2 衛星重力測定 
5.2.1 衛星重力ミッション 
 衛星重力測定に関しては,結論から言うと，現時点

では，測定精度や空間分解能は限界に達したと言え

る．2018 年には GRACE の後継ミッションである

GRACE Follow-on が開始されたが，観測システムは

GRACE とほぼ同じ設計であるため，これまで以上

の重力データが取得されることを期待するのは難し

い．新たな衛星重力ミッションを旗揚げする場合で

も，従来以上の重力データを得るためには，衛星を

より低い軌道に投入するか，あるいは衛星により高

感度な重力センサーを搭載する必要があり，いずれ

の場合も技術的な課題が大きい．まず，人工衛星を

より低い軌道に投入する場合，大気摩擦が強くなる

ことから，衛星速度の維持が難しく，短期間で地上

に落下する恐れがある．また，機体の損傷も激しく

なるため，長期的な運用が難しくなる．高感度な重

力計測機器を搭載する場合，大気摩擦を初めとする

摂動力や，地球表層流体（大気，海流など）の素早

い動きによる折り返し雑音（エイリアシング）への

感度も高くなることから，これらを補正するための

高度な加速度センサーと地球物理モデルが必須とな

る．いずれの課題も解決は極めて難しく，技術的な

ブレイクスルーがもたらされない限り，当面は衛星

重力測定の精度の大きな向上は期待できない．この

ような現状を考慮すると，衛星重力測定と地上重力

測定との間に見られる精度や空間分解能のギャップ

を埋めるには，航空重力測定を実施することが最も

効果的で現実的である． 
 
5.2.2 衛星アルティメトリ 
 衛星アルティメトリによる海上重力測定には，ま

だ改善の余地があると推察される．日本は四方が海

に囲まれているため，海陸接合域における重力デー

タがジオイド分布の決定に重要な役割を果たす．原

理的には，衛星アルティメトリによって海陸接合域

の重力データを取得することができるが，解析アル

ゴリズムの問題から，これらを高い品質で導出する

ことは難しい．衛星高度計の 1 回のマイクロ波照射

範囲（footprint）は，半径数 km に及ぶ．衛星高度計

は，この footprint 内で反射した電波強度の時系列

（waveform）を受信し，その反射強度の立ち上り時

間を見ることで衛星－地表間の距離を計測する．

footprint 内の表面が海面のように滑らかであれば，

waveform は大きく乱れることはなく，単純なアルゴ

リズムで反射強度の立ち上がり時間を特定すること

ができる．一方， footprint 内に陸域が入ると，

waveform が乱れてしまい，反射強度の立ち上がり時

間の特定が難しくなる．そのため，従来の解析アル

ゴリズムでは，高い品質で表面高度を導出できるの

は，陸域から 10km 離れた海域までに限られていた

（Madsen et al., 2007）．近年，衛星アルティメトリに

よる観測体制が安定化したことで，次なる研究対象

として，沿岸部における海面形状計測の高精度化に

注目が集まりつつある（市川，2014）．例えば，フラ

ンス航空宇宙局（CNES）は 2009 年頃から，JASON
の waveform データを沿岸部でも適用可能とするた

めの新しいアルゴリズムを開発し，沿岸部における

海面形状計測の高精度化を目的とする PISTACH プ

ロジェクトを始動させている （Mercier et al., 2010）．
また，高度計自体の改良も行われており，2013 年か

ら運用を開始した SARAL 衛星は，広い帯域幅を持

つ Ka バンド電波高度計 AltiKa を搭載することで，

waveform の乱れに強いシステムを構築し，陸域近く

でも高精度な海面形状計測が可能な設計となってい

る（Cipollini, 2014）． 
このような解析アルゴリズムと観測データを活用

することで，衛星アルティメトリによって日本列島

とその近海におけるジオイド分布及び重力分布を高

い精度で決定することができる．これに加えて，航

空重力測定が実施されれば，さらなる高度化が果た

されることが期待できる． 
 
5.2.3 重力衛星のデータ解析 

以上のように，従来以上に高度な重力データの取

得を可能とする新たな衛星重力ミッションが当面見

込まれない状況の中で，衛星重力測定として今後取

り組むべき課題は，既存の衛星データの解析技術の

高度化である．二つの研究要素が挙げられ，一つは，

衛星データから重力シグナルを効果的に抽出する解

析技術の開発である．これには，上記で挙げた衛星

アルティメトリのデータ解析も含まれる．例えば，

衛星重力観測の場合，衛星の軌道と速度の変化から

最小二乗法的に重力解が推定されるが，最小二乗推

定の正則化に地形や 3 次元密度構造といった先見情

報を組み込むことで解を安定化させることが可能で

ある．また，H-L 方式の衛星追尾にマルチ GNSS を

導入することも有効と考えられる． 
もう一つの研究要素は，異種の重力データを効果

的に結合させる手法の開発である．第 3 章で述べた

ように，衛星重力データは，測定手法によって，そ

れぞれ得意とする観測領域が異なる．例えば，SLR
は汎地球規模（2～30 次）の重力成分の測定を得意

とする．また，GRACE は，長波長成分の重力（30～
120 次）の測定を得意とし，GOCE は，長～中波長

成分の重力（120～300 次）の測定を得意とする．そ

して，衛星アルティメトリは，海域における中～短

波長（300 次以上）の測定を得意とする．このよう

なデータ特性を踏まえ，計測誤差による重み付けや，

ウェーブレット解析（Kuroishi and Keller, 2005）によ

るシグナル抽出手法などを適用し，全てのデータを

最適に結合することができれば，より高精度な衛星

重力場モデルが構築できる．さらに，地上重力デー

タと航空重力データも最適に結合することで，高精

度な日本の重力モデルとジオイド・モデルを構築す

ることができる． 
 
5.3 航空重力測定 
 航空重力測定は，航空機搭載の重力計測機器で航

路に沿った重力値を測定し，航空機の運動に起因す

る加速度を測定値から除くことで重力分布を求める

手法であるため，精度は，測定に用いる重力計測機

器と航空機の性能，航空機の運動決定の正確さによ

って左右される．航空重力測定では，相対重力計と

重力偏差計が用いられるが，第 4 章で述べたように，

重力と高さの基準を求める目的では，直接重力値を

測定できる相対重力計を用いることが望ましい．た

だし，地上重力測定，又は衛星重力測定と密に校正

が可能であれば，重力偏差計を用いても重力の基準

と整合した重力分布を求められる可能性がある． 
測定に用いる航空機には，ヘリコプター，固定翼

の飛行機が挙げられる．航空重力測定の精度は，航

空機をできるだけ低く，安定して，可能な限りゆっ

くり飛行することで向上できる．ただし，飛行中の

高度変化は，測定値の大きな変化を生じるため，安

定した測定を行うためには，一回の飛行の間は，可

能な限り同じ高度を保つ必要がある．また，飛行の

速度を遅くすることで細かな重力の変化を検出する

ことが可能となるが，飛行速度が遅くなると航空機

の飛行が不安定になるというトレードオフがある．

さらに，ゆっくり飛行すると時間当たりの測定範囲

が狭くなるため，測定に要する時間と費用が増大す

る．国内では，1990 年代後半からヘリコプターを用

いて mGal，すなわち 10-3Gal の精度で測定が達成さ

れ，安定した飛行が可能となる大型ヘリコプターを

用いることで良質な測定値を得られることが報告さ

れている．一方，飛行機では，より広い範囲を短い

期間で測定できること，山岳域で必要となる高い飛

行高度での測定が容易に可能なことから，国土全域

を効率よく測定する目的では，飛行機を用いた航空

重力測定が費用対効果がよいと推測される． 
航空機の運動を正確に求めるためには，航空機に

GNSS 測位機器，加速度計を搭載して航空機の位置

と姿勢を正確に求める必要がある．航空機の位置は，

GNSS 測位で求めるため，詳細な運動の決定には，

GNSS 測位の精度が重要となる．地上の電子基準点

網を基準に活用した GNSS 相対測位が最も精度良く

航空機の位置を決定できるが，電子基準点の観測デ

ータは 1 秒間隔で取得されているため，測定時の航

空機の速度が速く，より高い時間分解能で位置を求

める必要がある場合には，航空機搭載の GNSS で 1
秒より頻繁に観測を行い，精密単独測位（PPP）で航

空機の位置を決定することが必要となる． 航空重力

測定は，地上重力測定が困難，又は不可能な沿岸部

や山岳域で測定が可能であるとともに，衛星重力測

定よりも一桁程度高い空間解像度が得られることか

ら，全国を等しく網羅した分解能の高い重力の基準

を整備するにあたって不可欠な技術である． 
 

5.4 重力測量の展望 
 国土地理院の重力測量は，全国に等しく正確な重

力の基準を与えることを目的としている．さらに，

その基準に基づく高精度かつ詳細な全国の重力分布

を用いることで，全国を等しく網羅する正確な標高

の基準であるジオイド・モデルを構築，維持するこ

とももう一つの目的である．本章では，これらの目

的の達成に，重力測定技術をどのように活用してい

くか，今後の展望を述べる． 
 
5.4.1 重力基準網の維持に関する展望 

国土地理院が整備する重力の基準は，物理的に参

照が可能な重力点とその点の重力値からなる全国を

網羅する重力網で，平均約 100km の間隔で行う絶対

及び相対重力計を用いた地上重力測定に基づいて

「日本重力基準網 2016（JGSN2016）」として実現さ

れている．日本列島は，プレート運動に伴う地殻変

動に常にさらされているため，地殻変動とそれに起

因する地下の質量分布の変化によって，重力分布も

継続的に変化している．絶え間なく変動を続ける日

本において正確な重力の基準を維持するためには，

重力の時空間変化を継続的に把握し，変化がある程

度累積した際には，重力の基準を更新する必要があ

る．重力の詳細な変化を把握するには，高密度な地

上重力測定を連続もしくは繰り返して行うことが望

ましいが，地上重力測定に要する時間と費用を考慮

すると，全国を網羅する測定を継続して行うことは

現実的ではない．そのため，広域の重力場の変化は



105国土地理院の重力測量の展望－測定技術と重力基準の将来像－

ャルの差を検出可能な精度である．国土地理院が水
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指摘されている（宮原ほか，2016）．今後も開発の動
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5.2 衛星重力測定 
5.2.1 衛星重力ミッション 
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ような現状を考慮すると，衛星重力測定と地上重力
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5.2.2 衛星アルティメトリ 
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本において正確な重力の基準を維持するためには，

重力の時空間変化を継続的に把握し，変化がある程

度累積した際には，重力の基準を更新する必要があ

る．重力の詳細な変化を把握するには，高密度な地

上重力測定を連続もしくは繰り返して行うことが望

ましいが，地上重力測定に要する時間と費用を考慮

すると，全国を網羅する測定を継続して行うことは

現実的ではない．そのため，広域の重力場の変化は
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衛星重力測定で把握し，把握した全体の変化を絶対

重力計を用いた地上重力測定によって校正すること

によって，全国を網羅する正確な重力の変化を把握

する．地上で行う絶対重力測定は，衛星重力測定で

把握される重力分布の空間波長を考慮した上で，重

力変化の大きな地域において効率的に実施する．海

溝型巨大地震の発生などによって，広い範囲で大き

な重力変化が生じた場合には，その範囲で航空重力

測定を実施して地上重力測定で校正することでイベ

ントに伴う重力変化を把握する． 
 
5.4.2 標高基準の維持に関する展望 
重力の基準に基づいて全国を網羅する正確な標高

の基準を与えるには，基準に整合した全国の重力分

布を求め，それに基づいたジオイド高分布，すなわ

ちジオイド・モデルを求める必要がある．正確な標

高の基準となりうるジオイド・モデルを作成し，維

持するためには，全国を等しく網羅した，正確な重

力分布を十分な密度で求め，その変化を把握するこ

とが必要である．地上重力測定は，μGal 精度の高密

度な重力分布を陸域で求めることができる唯一の技

術であることから，国土地理院を初めとする様々な

機関が長期にわたって全国で蓄積してきた数十万点

に及ぶ地上重力測定のデータを活用して，陸域の高

密度な重力値のデータセットを整備する．これまで

に得られた地上重力測定のデータは，従来の重力基

準系である「日本重力基準網 1975（JGSN75：Japan 
Gravity Standardization Net 1975）」（国土地理院，1976）
に準拠している．JGSN75 は，構築から 40 年が経過

しており，高精度な重力の基準を求める使用者から

の要望に応えることが難しく，精度の良いジオイド・

モデルの基盤とするためには，新しい重力基準であ

る JGSN2016 に準拠した重力値に変換する必要があ

る．従来の JGSN75 と新たに構築された JGSN2016
の間の変換パラメータは，JGSN75，JGSN2016 双方

に準拠した重力値を持つ，国土地理院の主に基準及

び一等重力点において，新旧の重力基準の間の関係

を把握し，その関係を全国に展開することで作成す

ることができる．衛星重力測定は，各々の衛星の特

長を生かして統合することで，重力の中～長波長成

分の把握に活用する．海域に関しては，衛星アルテ

ィメトリを活用することで中～長波長成分に加えて

短波長成分についても重力分布を把握する．沿岸域

及び山岳域については，依然として重力の測定デー

タが不足しているため，今後は航空重力測定を実施

することでデータの不在が解消され，沿岸及び山岳

域周辺のジオイド・モデルの精度が大きく改善する

ことが期待される．航空重力を実施する際には，デ

ータの不足域だけでなく全国を等しく測定すること

で，全国を等しく網羅する空間解像度の高い重力分

布を得ることができる．航空重力測定で把握した全

国を網羅する重力分布は，同じ基準に基づくため，

この重力分布を通じて，精度の高い地上重力測定と

地球規模の重力場を反映した衛星重力測定を結合す

ることが可能となる． 
航空重力測定と衛星重力測定の結合にあたっては，

測定値の比較，適切な結合の手法，達成される精度

及び分解能など，先行研究から多くを学ぶことがで

きるが，必要となる全てのプロセスを明確に示した

先行研究はいまだ少ない．また，高精度な重力の基

準と高精度なジオイド・モデルの構築には，測定か

ら結合に至る各々の過程においてデータの品質を検

証するとともに，適切な解析手法の開発が必要であ

る．このように，実現に向けて課題があるものの，

地上，航空及び衛星重力測定の長所を生かして結合

することによって，地球規模の重力場と整合した，

全国を等しく網羅する高密度かつ高精度な重力分布

の決定を期待することができる．こうして求めた重

力分布は，全国に等しく高精度な重力の基準を与え

るとともに，高精度な標高の基準を与えるジオイド・

モデルの整備を可能とする基盤となる．また，全国

の詳細な重力異常の把握にも活用することが可能で，

地下の断層や資源の分布など全国の詳細な地下構造

の把握に資する基盤にもなる． 
  

6. まとめ 
 国土地理院が 1950 年代から継続してきた地上重

力測定は，陸域の重力を最も精密に測定する技術で，

日本の重力の基準は，地上重力測定に基づいて定め

られ，維持されている．陸域の重力分布は，特に平

野部では，地上重力測定によって高密度に把握され

ているが，沿岸部や山岳域では，測定が困難なため，

データが不足もしくは不在である．近年発展が目覚

しく，利活用が進む衛星重力測定及び航空重力測定

は，このデータの不足を解消することによって，全

国を網羅した正確な重力の基準を整備し維持するこ

とを可能とする技術で，さらには，地球規模の重力

場と整合した日本全国の重力分布の把握，これに基

づく高密度で高精度な標高の基準であるジオイド・

モデルの開発にも不可欠である．地上重力測定，航

空重力測定及び衛星重力測定の長所を生かし，効率

的に組み合わせることで，全国を網羅する正確な重

力の基準，標高の基準を整備することが可能となる． 
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する．地上で行う絶対重力測定は，衛星重力測定で

把握される重力分布の空間波長を考慮した上で，重
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溝型巨大地震の発生などによって，広い範囲で大き
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高の基準となりうるジオイド・モデルを作成し，維

持するためには，全国を等しく網羅した，正確な重

力分布を十分な密度で求め，その変化を把握するこ
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度な重力分布を陸域で求めることができる唯一の技

術であることから，国土地理院を初めとする様々な
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ことが期待される．航空重力を実施する際には，デ

ータの不足域だけでなく全国を等しく測定すること

で，全国を等しく網羅する空間解像度の高い重力分

布を得ることができる．航空重力測定で把握した全

国を網羅する重力分布は，同じ基準に基づくため，

この重力分布を通じて，精度の高い地上重力測定と

地球規模の重力場を反映した衛星重力測定を結合す

ることが可能となる． 
航空重力測定と衛星重力測定の結合にあたっては，

測定値の比較，適切な結合の手法，達成される精度

及び分解能など，先行研究から多くを学ぶことがで
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ら結合に至る各々の過程においてデータの品質を検

証するとともに，適切な解析手法の開発が必要であ

る．このように，実現に向けて課題があるものの，
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することによって，地球規模の重力場と整合した，
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力分布は，全国に等しく高精度な重力の基準を与え

るとともに，高精度な標高の基準を与えるジオイド・

モデルの整備を可能とする基盤となる．また，全国

の詳細な重力異常の把握にも活用することが可能で，

地下の断層や資源の分布など全国の詳細な地下構造

の把握に資する基盤にもなる． 
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力測定は，陸域の重力を最も精密に測定する技術で，
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要 旨 
日本の南極地域観測事業は，1957～1958 年の国際

地球観測年を契機に開始された．国土地理院は，1956
年の第 1 次観測隊から毎次隊員を派遣し，基準点測

量，地図作成，重力測量，地磁気測量などを実施し

て南極地域観測の基盤となる位置情報の整備に貢献

している． 
国土地理院は，南極地域の重力の基準を定め，維

持するとともに，南極地域の重力場を把握すること

を目的として重力測量を実施している．南極地域に

おける国土地理院の重力測量は，1956 年に国際重力

委員会の要請を受けて，第 2 次観測隊（1957）から

計画された．第 3 次観測隊（1958）ではウォルドン

重力計を用いて相対重力測定を開始し，第 6 次観測

隊（1961）では GSI 型重力振子を用いて昭和基地に

重力点を設けた．第 33 次観測隊（1991）では，投げ

上げ式 GA60 絶対重力計を用いて絶対重力測定を開

始し，第 36 次観測隊（1994）では落下式の FG5 絶

対重力計を導入して第 56 次観測隊（2014）まで測定

を継続している． 
本稿では，国土地理院が実施してきた重力測量の

足跡をたどり，重力測量に基づいて定められた重力

基準について解説するとともに，第 56 次観測隊の絶

対重力測定について報告する．さらに，ほかの機関

が南極地域で実施する超伝導重力計による連続観測，

海上重力測定，航空重力測定などの概要を述べると

ともに，今後の南極地域の重力測量について議論す

る． 
 

 
写真-1 昭和基地の測地観測施設．GNSS 観測施設（左手

前），VLBI 観測施設（中央奥），重力計室（右の

建物で重力測定を実施）．（第 56 次観測隊撮影） 

1. はじめに 
日本は，1957～1958 年に行われた国際地球観測年

（IGY: International Geophysical Year）を契機に南極

地域観測事業を開始した．国土地理院は，1956 年の

日本南極地域観測隊（Japanese Antarctic Research 
Expedition，以下「JARE」という．）の第 1 次観測隊

から毎次隊員を派遣して，基準点測量，地図作成，

重力測量，地磁気測量など，南極地域観測の基盤と

して不可欠な位置情報の整備を実施することで南極

地域観測に貢献している（国土地理院，2007）． 
国土地理院は，南極地域の重力の基準を定め，維

持するとともに，南極地域の重力場を把握すること

を目的として重力測量を実施している．南極地域に

おける国土地理院の重力測量は，1956 年に国際重力

委員会（International Gravity Commission，以下「IGC」
という．）の要請を受けて，第 2 次観測隊（1957）の

観測において GSI 型重力振子を用いた測定を計画し

たことで始まる．第 2 次観測隊では，南極観測船「宗

谷」が海氷に閉じ込められて昭和基地に到達できな

かったために昭和基地で重力測量を実施できなかっ

たが，第 3 次観測隊（1958）では，スプリング式の

ウォルドン重力計を用いて昭和基地で初となる重力

測量を実施した．第 6 次観測隊（1961）では，GSI
型重力振子を用いた重力測量を実施した．GSI 型重

力振子は，スプリング式と異なり，スプリングの伸

びに起因するドリフト（時間の経過に伴うスプリン

グの短期的な伸び）やスケール誤差がないため，こ

の測定を JARE の重力測定の基準値に用いることと

した（Harada et al., 1963）．この値は，昭和基地で絶

対重力測定を実施して絶対重力値を決定する 1990
年代までの間，JARE が行った全ての陸上及び海上

重力測定の基準値に用いられた． 
1987 年に開催された第 19 回の国際測地学及び地

球物理学連合（International Union of Geodesy and 
Geophysics，以下「IUGG」という．）の総会では，

国際測地学協会（International Association of Geodesy，
以下「IAG」という．）は，国際絶対重力基準点網

（International Absolute Gravity Basestation Network，
以下「IAGBN」という．）に昭和基地の重力点を A
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